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1 ASBJ 討議資料「財務会計の概念フレームワーク」第 1 章 財務報告の目的 2 (以下、概念
フレームワークとする) 
2 斎藤(2007) P.60 
3 概念フレームワーク 第 1 章 4 
































                                                   















































かを満たす必要があるとされている(IAS 第 38 号 12 項)。すなわち、企業から分離又は分
割でき、独立に又は関連する契約や識別可能な資産又は負債と一体として、売却、譲渡、
ライセンス、賃貸又は交換できるような状況にあるか、分離可能な状況に関わらず契約・







































































                                                   
6 藤田(2012) P.22 


































































                                                   







    PER=
株価
 株あたり純利益     











選定し、上記で挙げたような指標の平均値を算出する。そして、EPS の予想値に PER の















                                                   
9 伊藤(2007) P.294 






























                                                   





























































                                                   
12 日本公認会計士協会(2007) P.30 






























                                                   
































                                                   
15 土田 (2010) P.118 
































                                                   
17 斎藤(2007) P.8 































































                                                   


































                                                   
































                                                   
23 若杉(1980) P.6,7 
24 黒川(1994) P.11 
































                                                   
26 若杉(1980) P.35 






















                                                   















































































                                                   
29 若杉(1980) P.42 
30 若杉(1980) P.57,58 


















(出所：若杉(1980) P.62-71 を基に筆者が作成) 
                                                   
32 若杉(1973) P.76 
























































                                                   
































                                                   
35 若杉(1980) P.72 































                                                   
37 これ以降の「人間資産」という言葉は「人的資源」と同じ意味である  
38 若杉(1973) P.132 































                                                   
40 若杉(1973) P.152 
41 藤田(2012) P.120 
































                                                   
































                                                   
44 若杉 (1980) P.264 

































                                                   































因するかのどちらかの要件(IAS 第 38 号 12 項)を指している。識別可能性が問題となるの
                                                   
47 古賀(2012) P.73 
































                                                   
49 古賀(2012) P.73 

































                                                   







等に係る会計基準 一 1 以下基準と省略す)。 
 























                                                   
52 中野(2008) P.49 






















なければならないとしている(IAS 第38 号第57 項)。企業が立証すべき要件は以下の通り
である。 
 
(1) 使用又は売却できるように無形資産を完成させることの、技術上の実行可能性  
(2) 無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図  
(3) 無形資産を使用又は売却できる能力 




                                                   
54 眞田(2011) P.99 





(5) 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要となる、  
適切な技術上、財務上及びその他の資源の利用可能性 

























                                                   
56 研究開発費に関する論点の整理  39 項 

































                                                   


















第2項 IFRS の取扱い 














                                                   































                                                   
60 無形資産に関する論点の整理 19 項 
61 黒川(1994) P.4 














  （借方）人的資産        （貸方）将来給与（将来給与支出の割引現在価値） 
 
 （2）人的資産の償却（各期） 
  （借方）人的資産償却        （貸方）人的資産償却累計 
                          または 
                         人的資産 
 （3）給料等の支出（各期） 
  （借方）将来給与           （貸方）現金 










                                                   
63 黒川(1994) P.12 
































                                                   
65 加藤(2007) P.160 































                                                   
67 加藤(2007) P.117 
68 加藤(2007) P.67 































                                                   
70 この考え方を「使用権モデル」と呼ぶ 
71 加藤(2007) P.162 
72 加藤(2007) P.165 






























                                                   
74 角ヶ谷(2013) P.602 
75 加藤(2007) P.118 
76 リース会計に関する論点整理 P.8 
77 同 P.8 

























































































                                                   































                                                   
80 退職給付に関する会計基準 第 53 項 

























































                                                   
83 公益社団法人 日本年金数理人会 P.14 


































                                                   
85 これ以降、退職給付債務は、現行の基準における退職給付債務でなく、退職給付見込額の現在価値と
いう意味で使用している 
86 概念フレームワーク 第 2 章 4 
































                                                   
88 藤田(2012) P.53 













× ○ × × × 
・企業との間
接的な契約 




















































                                                   
90 中野(2008) P.835 
































                                                   
92 藤田(2012) P.29 

































                                                   

































































                                                   
95 従業員を解雇する場合、判例によると以下の 4 要件を満たす必要があると考えられている(東京高裁昭
和 54 年 10 月 29 日判決)。 
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